
地域密着型介護老人福祉施設　瑞梅苑

利用料金表

令和6年9月改正

介護サービス費 加算（1日につき） 加算（1月につき）

要介護1 134,152円 4,322円 701円

要介護2 136,415円 4,395円 774円

要介護3 138,802円 4,472円 851円

要介護4 141,127円 4,547円 926円

要介護5 143,359円 4,619円 998円

要介護1 111,057円 3,577円 701円

要介護2 113,320円 3,650円 774円

要介護3 115,707円 3,727円 851円

要介護4 118,032円 3,802円 926円

要介護5 120,264円 3,874円 998円

要介護1 89,047円 2,867円 701円

要介護2 91,310円 2,940円 774円

要介護3 93,697円 3,017円 851円

要介護4 96,022円 3,092円 926円

要介護5 98,254円 3,164円 998円

要介護1 65,797円 2,117円 701円

要介護2 68,060円 2,190円 774円

要介護3 70,447円 2,267円 851円

要介護4 72,772円 2,342円 926円

要介護5 75,004円 2,414円 998円

要介護1 63,007円 2,027円 701円

要介護2 65,270円 2,100円 774円

要介護3 67,657円 2,177円 851円

要介護4 69,982円 2,252円 926円

要介護5 72,214円 2,324円 998円

介護サービス費 加算（1日につき） 加算（1月につき）

160,547円 5,168円 1,401円

165,073円 5,314円 1,547円

169,847円 5,468円 1,701円

174,497円 5,618円 1,851円

178,961円 5,762円 1,995円

介護サービス費 加算（1日につき） 加算（1月につき）

186,974円 6,015円 2,102円

193,732円 6,233円 2,320円

200,893円 6,464円 2,551円

207,868円 6,689円 2,776円

214,564円 6,905円 2,992円

☆食費（1,445円） 内訳 　　　★おむつ代、衣類のクリーニング代は介護サービス費に含まれています

昼食 ＋ おやつ 夕　食 　　　★上記金額におきましては、配置基準や法改正により変更になることが

605円 520円 　　　　 ございます

朝　食

320円

要介護1

438円 509円 1,445円 2,030円

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

食費

居住費

要介護1

292円 339円 1,445円 2,030円

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

3割負担 31日あたり 1日あたり
介護保険（3割）

食費

1,370円

居住費

第
2
段
階

146円 170円 390円 880円

第
1
段
階

146円 170円 300円 880円

2割負担 31日あたり 1日あたり
介護保険（2割）

介
護
保
険
負
担
限
度
額
認
定
証

第
4
段
階

146円 170円 1,445円

第
3
段
階
①

146円 170円 650円

2,030円

第
3
段
階
②

146円 170円 1,360円 1,370円

居住費1割負担 31日あたり 1日あたり
介護保険（1割）

食費



地域密着型介護老人福祉施設　瑞梅苑

利用料金表

 看護体制加算Ⅰイ 　1日につき　　31円

 看護体制加算Ⅱイ 　１回につき　　21円

 夜勤職員配置加算Ⅳ2 　1食につき　　7円

 日常生活継続支援加算（Ⅱ） 　1日につき　　253円

 協力医療機関連携加算 　1月につき　　103円 　１回につき　　257円

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）　1月につき　　11円 　１回につき　　411円

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）　1月につき　　6円 　１回につき　　72円

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 　1月につき　　52円 　１回につき　　514円

　1月につき　　247円

　1月につき　　93円

 ・生活保護受給者  預貯金の合計が

 ・世帯全員が市民税非課税である老齢福祉年金受給者  単身1,000万円以下、夫婦で2,000万円以下

 預貯金の合計が

 単身650万円以下、夫婦で1,650万円以下

 預貯金の合計が

 単身550万円以下、夫婦で1,550万円以下

 預貯金の合計が

 単身500万円以下、夫婦で1,500万円以下

＜その他費用について＞    ※下記にかかる費用、日常生活用品は実費負担となります。

　○ 理美容代 ○ レクリエーション等にかかる物品代 　○ 私物洗濯代（ドライクリーニングを利用する場合）

　○ 売店購入代 ○ 趣味・嗜好品・外注食の飲食代等 　○ 協力医療機関以外の通院にかかる交通費・駐車場代

　介護サービス費　　828単位　　 協力医療機関連携加算（月1回）　　100単位

　看護体制加算Ⅰイ　12単位　　　 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ（月1回）　　10単位

　看護体制加算Ⅱイ　23単位　　　　 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ（月1回）　　5単位

　夜勤職員配置加算Ⅳイ　61単位　　 科学的介護推進体制加算（Ⅱ）（月1回）　50単位

　日常生活継続支援加算Ⅱ　46単位　　

31日 　　　　  　　 入院後６日間

　介護職員等処遇改善加算　新加算【Ⅱ】        30,235単位×13.6%=4,112単位

   　　　　　　　　　　　　　　　(要介護3の場合）　合計　31日当たり　　　 4,112単位

　　　入院後７日目以降

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※生活保護受給者も同様です

※所定単位数に以下の各加算を乗じた単位数が加算されます。
 ＊入院・外泊をされた場合も居住費はかかります

 外泊時費用算定期間を超えると（7日目以降）、
 減額の段階に関係なく第4段階の金額（2,030円）となります。　・介護職員等処遇改善加算　新加算（Ⅱ）　13.6%

 ※例　要介護3の場合

30,235単位

第3段階②
 世帯全員が市民税非課税で、本人の合計所得金額+
 年金収入金額の合計が120万円超

 口腔衛生管理加算（Ⅰ）

★減額制度につきましては、介護保険証の住所地の市区町村（介護保険課）の窓口でお尋ね下さい。

収入等の要件 資産等の要件

第1段階

第2段階
 世帯全員が市民税非課税で、本人の合計所得金額+
 年金収入金額の合計が80万円以下

第3段階①
 世帯全員が市民税非課税で、本人の合計所得金額+
 年金収入金額の合計が80万円超120万円以下

 退所時相談援助加算

 退所時栄養情報連携加算

 退所前連携加算

 新興感染症等施設療養費

　1日につき　　63円  療養食加算（医師の指示による特別食の提供）

　1日につき　　48円  外泊時費用（入院・外泊時に１月に6日を限度）

 退所時情報提供加算

☆加算内訳 ☆その他の加算（該当時・対象の方のみ算定）

　1日につき　　13円  初期加算（入所日より３0日間）

　1日につき　　24円  安全対策体制加算（入所時に1回のみ）

外泊時費用253円

+

2,030円

居住費 1,370円

880円

居住費

2,030円



 

地域密着型介護老人福祉施設 瑞梅苑  運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人怡土福祉会が開設する地域密着型介護老人福祉施設瑞梅苑（以下「施

設」という。）が行う、介護老人福祉施設事業の適切な運営を確保するために、人員及び

管理運営に関する事項を定め、要介護状態にある入所者に対し、適切な施設サービスを

提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 施設は、入所者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、 

その居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入所前の居宅における生活と入所後の 

生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入所者が相互に社会 

的関係を築き、自律的な日常生活が送れるようサービスを提供する。 

２．地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、 

居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービ 

スを提供する者との密接な連携に努める。  

３．適切な介護技術をもってサービスを提供する。 

４．常に提供したサービスの質の管理・評価を行う。 

 

（施設の名称等） 

第３条 施設の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称 地域密着型介護老人福祉施設 瑞梅苑 

（２）所在地 糸島市池田３８２－１ 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 施設に勤務する職員の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

（１） 施設長（管理者）  １名（常勤、兼務） 

       施設長（管理者）は、施設の職員の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（２） 医師        １名（非常勤、兼務） 

入所者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のため適切な措置を行う。 

（３） 介護支援専門員   １名（常勤、兼務） 

       施設サービス計画の作成、実施状況を把握し、入所者の満足度を確保する。 

（４） 生活相談員     １名（常勤、専従） 

     入所者の生活相談、処遇の企画や実施等を行う。又、常に介護支援専門員との連 

携を図りサービス計画につなげる。 



（５） 管理栄養士     １名（常勤、兼務） 

     嗜好を考慮した献立作成、栄養管理・栄養ケアマネージメント、療養食の提供、

栄養計算等食事業務全般並びに入所者に対する栄養指導等を行う。 

（６） 看護職員      ２名以上（常勤、非常勤／専従、兼務） 

     入所者の保健衛生並びに看護業務を行う。 

（７） 介護職員       ８名以上（常勤、非常勤／専従、兼務） 

     入所者の心身の状況等的確に把握し、入所者に対し適切な介助を行う。 

（８） 機能訓練指導員   １名（常勤、兼務） 

     入所者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するために必要な機能訓

練を行う。 

（９）その他の職員 

     上記職種の他、職務内容に応じて必要な職員を置く。 

 

（入所定員） 

第５条 施設の入所定員は、２９名とする。 

 ２．施設のユニット数は３ユニットとする。 

 ３．各ユニットの定員は１丁目 1番地は９名、１丁目２番地は１０名、 

１丁目３番地は１０名とする。 

 ４．災害等やむをえない場合を除き、入所定員及び居室の定員を超えて利用できない。 

 

（入所者に対する指定地域密着型介護福祉施設サービスの内容及び利用料その他の費用の

額） 

第６条 指定地域密着型介護老人福祉施設サービスの内容は次のとおりとする。 

（１）日常生活上の援助 

（２）健康状態の確認 

（３）機能訓練サービス 

（４）入浴サービス 

（５）食事サービス 

（６）相談・援助に関すること 

（７）レクリエーション行事の実施 

（８）施設サービス計画の作成 

（９）その他入所者が適切なサービスを利用できる為の便宜の提供 

 ２．施設は、法定代理受領サービスに該当する施設サービスを提供した場合、入所者から

利用料の一部として、当該施設サービス費用基準額から施設介護サービス費の額を

控除して得た額の支払を受けるものとする。 

３．法定代理受領サービスに該当しない指定地域密着型介護老人福祉施設サービスを提



供した際に入所者から支払を受ける利用料の額と、サービス費用基準額との間に、不

合理な差額が生じないようにする。 

 ４．前項の支払を受ける額のほか、別紙利用料金表に掲げる項目については、別に料金の

支払を受けるものとする。 

 ５．前項の費用の支払を受ける場合には、入所者又はその家族に対し事前に文書を交付 

して説明を行い、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

 

（施設利用に当たっての留意事項） 

第７条 入所者は、共同生活の秩序を保ち、相互の親睦に努める。 

 ２．入所者が外出・外泊を希望する場合には、所定の手続きにより管理者に届け出る。 

 ３．入所者は健康に留意するものとし、施設で行う健康診断は、特別な理由がない限り受

診する。 

 ４．入所者は施設の清潔、整頓、その他環境衛生の保持のために施設に協力する。 

 ５．入所者は施設内で次の行為をしてはならない。 

 （１）宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、又は自己の利益のために他人の自由を侵す

こと。 

 （２）けんか、口論、泥酔などで他の入所者等に迷惑を及ぼすこと。 

 （３）施設の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。 

 （４）指定した場所以外で火気を用いること。 

 （５）故意に施設もしくは物品に損害を与え、またはこれを持ち出すこと。 

 ６．入所者は、サービスに係る利用料等を当該サービスを利用した月の翌月末日までに速

やかに支払うものとする。 

７．入所にあたり入所者は施設と利用契約を締結する。契約の有効期限は要介護認定の 

有効期限と同じだが、入所用件が満たされていれば、自動的に更新する。 

８．入所者は、理由の如何を問わずいつでも契約を解除することができる。 

９．以下の場合は、連絡がなくとも契約は自動的に終了する。 

（１）他の介護保険施設や認知症対応型共同生活介護施設等へ入所した場合 

（２）介護認定区分が、非該当・要支援となった場合 

（３）死亡または被保険者資格を喪失した場合 

１０．以下の場合は、施設から通知の上契約を解除する。 

（１）施設で実施される入退所検討委員会において、退所して自宅で生活ができると 

判断された場合。 

（２）サービスの利用料金を３ヶ月以上滞納し、支払いを催告したにもかかわらず 

１０日以内に入金がない場合。 

（３）医療機関へ入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがないことが判明し 

た場合。または、3ヶ月を経過しても退院できない場合。 



（４）やむを得ず、施設を縮小または閉鎖する場合。 

 

（非常災害対策） 

第８条 施設は、非常災害に備えて必要な設備（スプリンクラー・消火器・防火扉・非常 

用自動通報装置）を設け、防災、避難に関する計画を作成する。 

 ２．非常災害に備え、年２回以上（うち１回は夜間または夜間想定訓練）、避難、救出 

その他必要な訓練等を行う。 

 

（協力病院等） 

第９条 入院治療を必要とする入所者のために協力病院及び、協力歯科医療機関を定める。 

医療法人社団朝菊会昭和病院     福岡市西区北原２－２－６ 

松田歯科医院            福岡市城南区荒江１－３４－２１ 

 

（秘密の保持） 

第１０条 職員は、正当な理由なく業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を他に漏ら 

してはならない。 

 ２．職員に対しては、退職後も、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を保持させる

為、雇用契約の内容とする。 

 ３．居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報を提供する際には、あらかじめ

入所者の同意を得る。 

 

（身体拘束） 

第１１条 施設は、入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを 

得ない場合を除いて、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体 

的拘束等」と言う。）を行わない。 

２．緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者 

の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録し、家族等に説明を行い同意を得た

うえ、身体拘束承諾書に署名捺印をもらう。 

 

（虐待防止に関する事項） 

 第１２条 施設は、入所者の人権の擁護・虐待の防止等のため、次の措置を講ずるものとす

る。  

（１） 虐待防止に関する責任者の選定及び設置 

（２） 虐待を防止するための職員に対する研修の実施 

（３） 成年後見制度の利用支援 

入所者及びその家族からの虐待等に関する苦情処理体制の整備 



 

（苦情対応） 

第１３条 施設は、提供したサービスに関する入所者からの苦情に対して、迅速かつ適切 

に対応するため、施設長、介護支援専門員、または担当生活相談員が受付窓口となり、 

事実関係調査の実施、改善措置、入所者又は家族に対する説明、記録の整備その他必 

要な措置を講じるものとする。 

２．提供するサービスに関して、市町村からの文書の提出・提示の求め、または市町村 

職員からの質問・紹介に応じ、入所者からの苦情に関する調査に協力する。市町村か

ら指導または助言を得た場合は、それに従い、必要な改善を行う。 

３．サービスに関する入所者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会の調査に協力

すると共に、国民健康保険団体連合会から助言を得た場合は、それに従い、必要な改

善を行う。 

 

（地域との連携等） 

第１４条 施設は、運営に当たって、地域住民又は住民の活動との連携、協力を行うなど、 

地域との交流に努める。 

 

（事故発生時の対応） 

第１５条 施設は、入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合 

は、速やかに市町村、家族等に連絡を行うと共に、必要な措置を講じる。 

２．施設は、入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行う。 

 

（緊急時の対応） 

第１６条 施設は、施設サービスの提供を行っているときに、入所者に病状の急変が生じた

場合やその他必要な場合は速やかに医師または施設が定めた協力医療機関への連絡を

行う等の必要な措置を行う。 

 

（従業者の研修） 

第１７条 施設は従業者の資質の向上を図るため、採用時３ヶ月以内、また、１年に２回 

以上研修の機会を確保する。 

 

（委任） 

第１８条 この規程に定める事項のほか、施設の運営に関する重要事項は、理事長が定める。 

 

 



 

附則 

この規程は、令和６年４月１日より施行する。 


